
様式第１号（第２条関係）

専用水道布設工事設計確認申請書

年 月 日

和光市長 様

申請者 住所

氏名 印

(法人又は組合にあっては､主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者氏名)

専用水道の布設工事をしたいので、その設計が基準に適合することを確認くださるよう

関係書類を添えて申請します。

１ 専用水道施設の名称

２ 専用水道施設の設置場所

３ 担当者連絡先

担当者名

電話番号

（添付書類）

① 工事設計書（別紙）

② 水の供給を受ける者の数を記載した書類

③ 水の供給が行われる地域を記載した書類及び図面

④ 水道施設の位置を明らかにする地図

⑤ 水源及び浄水場の周辺の概況を明らかにする地図（自己水源をもつ専用水道のみ）

⑥ 主要な水道施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図

⑦ 導水管きょ、送水管並びに配水及び給水に使用する主要な導管の配置状況を明らか

にする平面図及び縦断面図

⑧ 水理計算書

⑨ 主要な水道施設の構造計算書

⑩ 原水の水質試験成績書



別紙

工事設計書

専用水道施設の名称：

専用水道施設の所在地：

１ 一日最大給水量及び一日平均給水量

２ 水源の種別及び取水地点

３ 水道の水量の概算及び水質試験の結果

４ 水道施設の概要

５ 水道施設の位置、規模及び構造

６ 浄水方法

７ 工事の着手及び完了の予定年月日



様式第２号（第２条関係）

文書記号第 号

年 月 日

様

和光市長 印

専用水道布設工事設計確認通知書

年 月 日付けで申請のあった専用水道の布設工事の設計については、水

道法第３２条の規定により、同法第５条の規定に基づく施設基準に適合するものであるこ

とを確認したので、通知します。

１ 専用水道施設の名称

２ 専用水道施設の所在地



様式第３号（第２条関係）

文書記号第 号

年 月 日

様

和光市長 印

専用水道布設工事設計不適合通知書

年 月 日付けで申請のあった専用水道の布設工事の設計については、下

記の理由により不適合としましたので通知します。

記

１ 専用水道施設の名称

２ 専用水道施設の所在地

３ 理由

教示
１ 審査請求について

この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から
起算して９０日以内に和光市長に対して審査請求をすることができます。
ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して９０日以内であって

も、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をす
ることができなくなります。

２ 取消訴訟について
この処分の取消の訴えは、この処分があったことを知った日（審査請求をした場

合は、当該審査請求に対する決定があったことを知った日）の翌日から起算して６
月以内に、和光市を被告として（訴訟において和光市を代表する者は和光市長となり
ます。）提起することができます。
ただし、この処分があったことを知った日（審査請求をした場合は、当該審査請

に対する決定があったことを知った日）の翌日から起算して６月以内であっても、
この処分の日（審査請求をした場合は、当該審査請求に対する決定の日）の翌日
から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができなく
なります。



様式第４号（第２条関係）

専用水道布設工事確認申請書記載事項変更届

年 月 日

和光市長 様

設置者 住所

氏名 印

電話番号

(法人又は組合にあっては､主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者氏名)

専用水道布設工事確認申請書の記載事項を変更したので、水道法第３３条第３項の規定

により届け出ます。

１ 変更の内容

２ 変更した理由

３ 変更年月日

変更前 変更後



様式第５号（第３条関係）

専用水道給水開始前届

年 月 日

和光市長 様

設置者 住所

氏名 印

電話番号

(法人又は組合にあっては､主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者氏名)

専用水道の布設工事が完成し、下記のとおり給水を開始しますので、水道法第３４条第

１項において準用する同法第１３条第１項の規定により、届け出ます。

記

１ 給水開始施設

施設の名称

所在地

施設概要

２ 給水開始予定年月日

（添付書類）

① 水道施設検査書

② 浄水水質検査結果の写し

③ 給水区域又は給水施設の位置を示す図面

④ 施設関係図面（平面図）



様式第６号（第４条関係）

専用水道水道技術管理者設置（変更）届

年 月 日

和光市長 様

設置者 住所

氏名 印

電話番号

(法人又は組合にあっては､主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者氏名)

水道法第３４条第１項において準用する同法第１９条第１項の規定による水道技術管理

者を 年 月 日付けで設置（変更）したので、届け出ます。

（添付書類）

① 水道技術管理者としての資格を証明する書類

② 水道に関する技術上の実務経験を証明する書類

専用水道施設の名称

水道技術管理者
氏名 勤務形態専任・兼任

住所

連絡先 電話

水道技術管理者として

の資格内容

・和光市水道技術管理者の資格基準等に関する

条例第４条第１項 号

勤務先 職名 勤務年数

主たる従事業務



様式第７号（第５条関係）

専用水道業務委託開始届

年 月 日

和光市長 様

設置者 住所

氏名 印

電話番号

(法人又は組合にあっては､主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者氏名)

水道の管理に関する技術上の業務を委託したので、水道法第３４条第１項において準用

する同法第２４条の３第２項前段の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

１ 専用水道施設の名称

２ 水道管理業務受託者の住所及び氏名

(法人又は組合にあっては､主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者氏名)

３ 受託水道業務技術者管理者の氏名

４ 委託した業務の範囲

５ 契約期間

年 月 日 ～ 年 月 日

（添付書類）

① 受託水道業務技術管理者の資格を有することを証する書類

② 委託契約書の写し



様式第８号（第５条関係）

専用水道業務委託契約失効届

年 月 日

和光市長 様

設置者 住所

氏名 印

電話番号

(法人又は組合にあっては､主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者氏名)

水道の管理に関する技術上の業務の委託に係る契約が効力を失ったので、水道法第３４

条第１項において準用する同法第２４条の３第２項後段の規定により、下記のとおり届け

出ます。

記

１ 専用水道施設の名称

２ 水道管理業務受託者の住所及び氏名

(法人又は組合にあっては､主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者氏名)

３ 受託水道業務技術者管理者の氏名

４ 委託した業務の範囲

５ 契約期間

年 月 日 ～ 年 月 日

６ 当該契約が効力を失った理由



様式第９号（第６条関係）

専用水道廃止届

年 月 日

和光市長 様

設置者 住所

氏名 印

電話番号

(法人又は組合にあっては､主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者氏名)

専用水道を 年 月 日付けで廃止したので、届け出ます。

※専用水道布設工事設計確認通知書を添付すること。

専用水道施設の名称

所在地

確認（届出）年月日

廃止理由



様式第１０号（第７条関係）

年 月 日

専用水道給水緊急停止報告書

和光市長 様

設置者 住所

氏名 印

電話番号

(法人又は組合にあっては､主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者氏名)

下記のとおり給水の緊急停止を行ったので、報告します。

記

１ 専用水道施設の名称

２ 専用水道施設の設置場所

３ 緊急停止年月日

年 月 日 ～ 年 月 日

４ 停止の理由



様式第１１号（第８条関係）

専用水道台帳

市町村名 No.

施 設 名

所 在 地
℡

設

置

者

創設時

氏名又は名称及び代表者名 住 所 電 話 番 号

現 在

確 認 (届 出 )年 月 日 年 月 日 生衛第 号 確認 ・ 届出

居 住 人 口 確認時 人（ 世帯） しゅん工年月日 年 月 日

給 水 能 力 １日最大給水量 ㎥／日

うち飲用水等の１日最大給水量 ㎥／日

１日平均給水量 ㎥／日

うち飲用水等の１日平均給水量 ㎥／日

施 設 用 途 1 集合住宅 2 学校 3 病院 4 商業施設 ５ 旅館等 ６ レジャー施設 ７ その他（ )

施 設 の 概 要 管 理 の 状 況

原

水

の

種

別

１ 水道事業体の水

２ 井戸水

ア 浅井戸 ｍ 本

イ 深井戸 ｍ 本

３ 表流水又は伏流水

（河川名 ）

４ その他( )

併用 有（ )･無

浄

水

方

法

有 ・ 無

１ 急速ろ過方式

２ 緩速ろ過方式

３ 除 Fe/Mn 設備

４ 膜ろ過方式

５ 滅菌装置のみ

６ その他( )

施設能力 ㎥/日

維

持

管

理

１ 設置者が実施

２ 委託

委託先：

水

道

技

術

管

理

者

有 ・ 無

氏名

所属

所属住所

口径 25mm 以上の導管の延長 1 1500m 超 2 1500m 以下

受水槽の規模 設置数 基（ 槽式）

有効容量 ｍ３ 資格

１水道法施行令第 条

第 項 号 該当

２条例等( )

配 水 方 法

１ ポンプ圧送（ 台 )

高架水槽（ 有 ・ 無 ） 基

圧力水槽（ 有 ・ 無 ） 基

２ 自然流下式

専･兼別 専任・兼任

専従職員 １有 ( 人)

２無

給水ﾌﾛ ｰ ﾁ ｬ ｰ ﾄ

備 考



注）１ ｢省略不可項目｣は､水道法施行規則に規定する月１回の測定が義務付けられる基

礎的性状９項目

２ 「残留塩素」の欄は、立入検査時に測定した検査結果等を記入

設置者

氏名又は名称及び代表者名 住 所 電話番号

水

道

技

術

管

理

者

氏 名 所 属 所 属 住 所 資 格 専 ・ 兼 別

施行令第 条第 項 号 兼・専

施行令第 条第 項 号 兼・専

施行令第 条第 項 号 兼・専

施行令第 条第 項 号 兼・専

施行令第 条第 項 号 兼・専

施行令第 条第 項 号 兼・専

施行令第 条第 項 号 兼・専

施行令第 条第 項 号 兼・専

施行令第 条第 項 号 兼・専

施行令第 条第 項 号 兼・専

受水槽

の規模

設置数 基 （ 槽式） 有効容量 ｍ３

設置数 基 （ 槽式） 有効容量 ｍ３

監 視 記 録

年 月 日

給水人口 人 人 人

水質検査 省略不可項目 回／年

消毒副生成物 回／年

その他

省略不可項目 回／年

消毒副生成物 回／年

その他

省略不可項目 回／年

消毒副生成物 回／年

その他

健康診断 実 施 ・ 未実施 実 施 ・ 未実施 実 施 ・ 未実施

衛生上の

措 置

良 好 ・ 不 良

残留塩素 mg/ℓ

良 好 ・ 不 良

残留塩素 mg/ℓ

良 好 ・ 不 良

残留塩素 mg/ℓ

管理記録等の保管 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

指導事項

備 考



注）１ ｢省略不可項目｣は､水道法施行規則に規定する月１回の測定が義務付けられる基

礎的性状９項目

２ 「残留塩素」の欄は、立入検査時に測定した検査結果等を記入

監 視 記 録

年 月 日

給水人口 人 人 人

水質検査 省略不可項目 回／年

消毒副生成物 回／年

その他

省略不可項目 回／年

消毒副生成物 回／年

その他

省略不可項目 回／年

消毒副生成物 回／年

その他

健康診断 実 施 ・ 未実施 実 施 ・ 未実施 実 施 ・ 未実施

衛生上の

措 置

良 好 ・ 不 良

残留塩素 mg/ℓ

良 好 ・ 不 良

残留塩素 mg/ℓ

良 好 ・ 不 良

残留塩素 mg/ℓ

管理記録等の保管 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

指導事項

備 考

監 視 記 録

年 月 日

給水人口 人 人 人

水質検査 省略不可項目 回／年

消毒副生成物 回／年

その他

省略不可項目 回／年

消毒副生成物 回／年

その他

省略不可項目 回／年

消毒副生成物 回／年

その他

健康診断 実 施 ・ 未実施 実 施 ・ 未実施 実 施 ・ 未実施

衛生上の

措 置

良 好 ・ 不 良

残留塩素 mg/ℓ

良 好 ・ 不 良

残留塩素 mg/ℓ

良 好 ・ 不 良

残留塩素 mg/ℓ

管理記録等の保管 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

指導事項

備 考


